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　平成２３年度（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）の小城市の予算を紹介します。小城市の予算
は、前年度に比べて１０．４％増加しています。増加した主な原因は、本庁舎方式への移行のための三日月庁舎増
改築事業、認定子ども園の開園に対する措置費等の増加、子宮頸がん・Ｈｉｂ・小児用肺炎球菌等ワクチン接種
事業の拡充分、平成２年度から実施した国営事業に対する市の負担金一括償還、企業誘致の事業に対する経費
や市債の繰り上げ償還に要する経費等の増加があります。
　この財源は、国からの交付金や地方交付税、基金からの繰り入れと市債です。一般家庭に置き換えると、親
からの仕送りや貯金の取り崩しと借金でやりくりしていることになります。小城市のように自主財源に乏しい
地方団体の財政は、国からの交付金に大きく依存しています。この交付金の一部は臨時財政対策債の借入れと
いうかたちであり、また、合併の支援策が、合併特例債の借り入れであり、これらの返済額が地方交付税とし
て交付されることとなっているためです。
　今後、交付税の額は減額されることが予想されます。このような厳しい財政状況の中、持続可能な行財政運
営のためには、第２次小城市行政改革大綱を着実に実行していく必要があります。

※第２次小城市行政改革大綱は、小城市ホームページ（http://www.city.ogi.lg.jp）でご覧いただけます。
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３０.７６１,３１４２００,００７２６１,３２１議 会 費△１.２△４３,４９６３,７７４,９１７３,７３１,４２１市 税

４９.７１,０５５,６６６２,１２５,０６５３,１８０,７３１総 務 費△２.９△４,３２３１５１,５８５１４７,２６２地方譲与税

３.７１７５,２６４４,７６０,１０８４,９３５,３７２民 生 費△４.６△７７７１７,０２１１６,２４４利子割交付金

３.０６４,０６９２,１０８,０５２２,１７２,１２１衛 生 費５６.８１,９２７３,３９０５,３１７配当割交付金

△０.０△５１０,２３６１０,２３１労 働 費△１７.３△４１８２,４１４１,９９６株式等譲渡
所得割交付金

９４.３７２０,１９０７６３,５９５１,４８３,７８５農林水産業費７.４２４,４４５３３０,３７２３５４,８１７地方消費税
交 付 金

２６.６８５,５９１３２１,５４１４０７,１３２商 工 費△１０.４△３,２３５３１,０３１２７,７９６自動車取得税
交 付 金

△１０.０△１３５,０４３１,３４９,５６９１,２１４,５２６土 木 費３.９２,６４１６７,３５９７０,０００地 方 特 例
交 付 金

△２.８△２０,２５３７２８,８７４７０８,６２１消 防 費５.０２９０,０００５,８１０,０００６,１００,０００地方交付税

△１７.４△４４９,２４７２,５８７,１５１２,１３７,９０４教 育 費△４.０△４００１０,１００９,７００交通安全対策
特別交付金

２６.４７２,２５６２７３,７０４３４５,９６０災害復旧費△１７.３△４９,９７４２８８,８１５２３８,８４１分担金及び
負 担 金

８.８２３９,２５７２,７３０,６４０２,９６９,８９７公 債 費△３.３△６,２７３１９０,９８１１８４,７０８使用料及び
手 数 料

０.００１１諸 支 出 金４.５７６,７０４１,６９８,２７０１,７７４,９７４国庫支出金

０.００３０,０００３０,０００予 備 費△６.５△７８,７００１,２１２,１８２１,１３３,４８２県 支 出 金

７０.２５５,１５３７８,６０６１３３,７５９財 産 収 入

△３６.９△１３,９６０３７,８８３２３,９２３寄 附 金

５５.９６６２,３８３１,１８５,４６９１,８４７,８５２繰 入 金

０.００１００,０００１００,０００繰 越 金

△８.３△２１,５３８２６０,４４８２３８,９１０諸 収 入

３５.８９７８,９００２,７３７,７００３,７１６,６００市 債

１０.４１,８６９,０５９１７,９８８,５４３１９,８５７,６０２合 計１０.４１,８６９,０５９１７,９８８,５４３１９,８５７,６０２合 計


